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緒 言

近 年 の癌診療 には,コ ン ピュー ター 断層法,

デジ タル ラジオ グ ラフィ,核 磁 気 共鳴画像,シ

ンチ グラ フィ等の種 々の画像 診 断 をは じめ, car

cinoembryonic antigen, spuamous cell car

cinoma related antigen, Neuron specific

 enolase等 の 血清 学的 診 断学 の進 歩 には 目を見

張 る ものが あ る.し か し,癌 治療 の進 歩 はゆ っ

く りとして お り,と りわけ肺 癌 では5年 生 存率

が低 いのが現 状 であ る.肺 癌 の治 療に お いては,

放射 線療 法 は,化 学療 法が 主体 をなす小 細 胞癌

にお いて,ま た,外 科 療法 が主体 をなす非小 細

胞癌 にお いて も,重 要 な役 割 を有 して いる.今

回我々 は,岡 山大 学 附属病 院放射 線科 入院 の肺

癌 患者 にお け る放 射線 治療 開始 後の生 存期 間,

局 所再 発,遠 隔転移 の頻 度等 の 治療成 績 の現状,

な らびに それ らに関す る問題点 の検討 を行 な っ

たの で報告 す る.

対 象 と 方 法

昭和55年1月 よ り62年12月 まで,岡 山大 学附

属病 院 放射 線科 入院 にて原 発性 肺癌 の診 断の も

とに原 発部位 に放 射 線療法 を施行 した104症 例の

うち,組 織 学的確 診,病 期分 類,経 過 等,今 回

の検 討 に耐 え得 るデー タの得 られ た非手術 群26

例 と手術 群23例 を対象 と した.

非手術 群 で は,男 性20例,女 性6例,年 齢 は

42歳 か ら90歳 で平均67.3歳 で あ った(表1).組

織 型で は扁平上 皮癌症 例 が26例 中16例, 61%を

占め,臨 床 病期 はIII, IV期 の進行 症例 が26例 中

23例, 88%を 占め てい た(表2).

手術群 で は,男 性21例,女 性2例,年 齢 は40

歳 か ら76歳 で平均62.9歳 で あった(表3).術 後

予 防照射例 お よび術 後残 存症例 で は扁平上 皮癌

症例 が 前者 では67%,後 者 では82%を 占め,術

後再 発症例 では腺癌,小 細 胞癌 が それ ぞれ50%,

 33%を 占め てい た(表4).

方法 は当科 入院 カル テ及び フィルム を検 索 し,

肺 癌取 扱規約(改 訂 第3版)1)に 基づ き臨床病期

の検討 を行 ない,ま た照 射 野,照 射 線量 等の 治

療 内容 の検討 も行 な った.退 院後 の調査 は 当科

外 来 カル テの検索,あ るいは退院 後の紹 介先 の

診療録 に よ り,再 発,転 移 の有無,死 亡 年 月 日

等の確 認 を行 なっ た.

放射 線療 法の 方法 としては,原 則 として10MV

 Linac X線 に て,前 後対 向2門 照射 法,1回 線量

2Gy, 1日1回,週5日,総 線 量 は腫 瘍組 織 が

存在 す る場合 は扁平上 皮癌 では60-80Gy,腺 癌 で

は70-80Gy,小 細胞癌 で は40-60Gy,術 後 予防 照

射 では40-60Gyを 目標 と し,原 発 巣 あ るい は再

発病 巣 と縦 隔 リンパ節 領域 を含め て照 射 したが,

患者 の全 身状 態 によ り照射野 を原発巣 のみ に絞

った症例, 1回 線量 を1.5Gyに せ ざる を得 なか

った症例,総 線量 が臆 瘍組 織が 存在す るに もか

か わ らず40Gyに とどまった症例 等 も含 まれ てい

る.ま た,ほ とん ど全 例 にFluorouracil 100-300

mg/dayま たはTegaful 600-1200mg/dayお よび

951
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Krestin 3g/dayを 併 用 した

表1　 性お よび年齢別分布(非 手術群) 表2　 病期および組織型別分 布(非 手術群)

表3　 性お よび年齢別分布(手 術群) 表4　 術後放射線照射群

図1　 放射線治療開始時の臨床病期 と生存期 間(非 手術群26例)

結 果

非手術群の放射線治療開始時の臨床病期 と治

療開始後の生存率では, 1年生存はI期 では100

%, III期では55%, IV期 で は56%で, 2年 生存

は1期 では50%, IV期 では9%でIII期 では 生存

者は なか っ た(図1).

原発 部位 に対 す る非手 術例 の照射 線 量 と生存

率 では, 60Gy以 上 の1年 生存率 は82%, 60Gy未
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満 で は13%, 2年 生存率 は そ れぞれ14%と0%

であった.この2群 の間にはgeneralized Wilcox

on検 定 にて危険率1%未 満 で有 意な差が認め ら

れた(図2).

非手術 群 の局所 再発 と照射 線 量の関係 では,

 60Gy以 上,未 満,共 に高率 に局所 再発 をきた し

てお り相 関 はみ られ なか った(表5).

非手術 群 の遠 隔転移 と照射 線 量の関係 では,

局 所再 発 と同様 に いずれ も高率 で,相 関 はみ ら

れ なか った(表6).

手術 群23例 の術 後照 射 目的別 の放射 線 治療 開

始か らの生 存率 では,根 治術 後 予防照 射6例 は

5ヵ 月か ら60ヵ 月 です べ て生 存中 であ る.非 根

治術後 照射症 例(徳 後 残存 症例)で は1年 生存

率 は90%, 2年 生 存率 は45%で,術 後再 発 症例

は13ヵ 月ですべ て死亡 した(図3).

術 後群 の うち術 後腫 瘍残 存11症 例 の照射 線量

と局所再発の関係では,照 射線量と局所再発の

間 には相 関は み られ なか った(表7).

同 じ11症例 の照射 線量 と遠隔転 移の関係 では,

局 所再 発 と同様,照 射 線量 と遠 隔転移 の間 に相

関 はみ られなか っ た(表8).

考 察

諸家 の報告 では,非 切 除肺 癌 にお いて,臨 床

病 期 と生存期 間では,新 部 ら2)によ ると1期 では

1年 生 存率 は77%, 2年 生 存率 は56%, III期,

 IV期 では それ ぞれ1年 生 存率 は50%と20%,ま

た2年 生存率 では28%と3%で あ った とし,丹

波 ら3)による と非小 細胞肺 癌 で, 1年 生 存率 は田

期 では19%, IV期 で は11%, 2年 生存率 はIII期

では0%, IV期 では4%で あ った と してい る.

今 回の 我々 の検討 の結果 では,こ れ らに比較 す

れば,当 科 での 治療成 績 は良好 であ る.

図2　 照射線量 と生存期間(非 手術群26例)

表5　 照射線量 と局所再発(非 手術群26症 例) 表6　 照射線量 と遠隔転移(非 手術群26症 例)
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図3　 術後照射 目的別生存期間(手 術群23例)

表7　 照射線量 と局所再発(術 後残存11症 例) 表8　 照射線量 と遠隔転移(術 後残存11症 例)

照射 線量 と生 存期間 の関係 では,中 川4)は照 射

線 量が 増す につ れて生存率 は高 くなったが60Gy

以 上 では著名 な差 は認 め られ なか った と し,新

部 ら5)は治 療 に 必要 な総 線 量 は60Gyか ら70Gy

で, 80Gyは 耐容 線量 を超 え る と報告 して い る.

また, Perezら6)は,治 療 開始 後3年 間 は60Gy照

射 した症例 の生 存率 は それ以下 の症例 よ り高 い

が, 3年 後 以降 は差が な くな る と報告 して い る.

我々 の結果 で も図2で 示 したご と く照射 線量が

60Gy以 上 の症 例 と60Gy未 満の症例 の生 存率 に

は有為 な差 が認め られ これらの 報告 に一 致す る.

しか し, Perezら の報告 す るよ うな3年 後 以降 の

生存率 の対 比 は,我 々 の対象 では長 期生 存例 が

少 な く今後 症例 を重 ね ての検討 が 必要 であ る,

これ に反 し,局 所再 発 あ るいは遠 隔転 移の頻

度 をみ る と,生 存期 間 でみ られ る ような相関 は

まった く見 られず,術 後 残存11例 につ い て も同

様 に照射 線 量 と局 所再発,遠 隔転移 との 間に相

関は み られなか っ た.築 山 ら7)は術後 照射 を施行

した7年4ヵ 月か ら18年11ヵ 月の長期 生存例6

例 の剖検 に よ り全例 に照射 野 内に あ る縦 隔 に癌

の再発 を認 め た と報告 してい る.こ れ らの こ と

は,放 射 線照射 に よ り,局 所再 発や,遠 隔転移

の頻 度 は変わ らないが その病 巣 の発 育が 抑制 さ

れ それ に よ り延 命 が な され る こ とを示 唆 してい

る.

術 後肺 癌へ の放射 線照 射 につ いて は,築 山 ら6)

は手術単 独群 と術 後照射 群 の5年 生存率 に差 は

認 め られ なか った と して い る.し か し,我 々 の

結 果 では,今 回は手術 単独群 との予 後の 比較検

討 は行 な って いな いが,術 後予 防照 射6例 の う

ち, 5例 は経過 良好 で2年 生 存3例, 5年 生 存

も1例 み られ術 後 の予 防照射 の有効 性 を否定 す

るよ うな結 果 には な ってお らず,こ の結果 か ら
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は,術 後 予 防照 射 は有 用 であ る と考 え られ る.

術後 残 存,術 後再発 につ いては,丹 波 らは,術

後残 存6例,術 後再 発8例 で,全 例1年 以内に

死亡 した と報 告 して い る3).我々 の症例 では術後

残 存11例 の うちでは経 過観 察 中の ものが8例 で

経過 良好の症例 が7例 あ り,こ れ よ りは良い成

績が得 られ て い るが,手 術 適応 に よ りこの成績

は大 き く影 響 を受 け て いる と考 えられ る.一 方,

年齢 と性,治 療 前のPerformance status,体 重

減少,呼 吸 機能 等の全 身状 態 も肺癌 の予 後 を左

右す る宿主側 の因子 としてあげ られてお り8, 9, 10, 11),

また神 田 ら12)は非切 除 肺癌 のPerformance sta

tus,血 清 アルブ ミン,合 併 症 と予後 の相 関 はみ

られ たが,臨 床 病期病 期分 類 はCoxの 重回帰 型

生命 表法 では有 意差 が でず, generalized Wil

coxon検 定 でI期 例 とII, III, IV期 例 の間 にの

み有 意差 が得 られ た と報 告 して い る.今 回我 々

は これ らの宿 主側 の 因子につ い ては充分 な検討

は 出来 てお らず,今 後 の症例 で はこれ ら も充分

考 慮 した検討 が必要 であ る.

今 回の我 々の検討 ではretrospectiveに 症 例の

デ ー タ を収集 し予 後調査 を行 ない結果 を解析 し

た.し か し,放 射 線治療 では,市 中病 院,当 院

内科,外 科 等の他科 よ りの紹 介 患者 を当科 にて

治 療 し,そ の後,当 科 または紹 介元 にて外 来で

fallow upす る症例 が 多いの が現状 で ある.当 院

では,患 者 の全 身状態 の悪 化 とともに外来受 診

しな くな る場 合 が多 く,治 療 後 の長期 に わた る

再発,転 移 等 に関す る予後 調査 は 困難 であ った.

その ため,過 去 に おけ る生 存期 間 の短 い予 後不

良の症 例 では,追 跡 困難 な ものが 多 く,比 較 的

長期 生存 して い る症例 のみ,デ ー タ収 集 が可能

で,そ のため,今 回の検討 症例 の治療 成績 が よ

くな った可能性 は充分 に考 えられ る.従 って,

今後 の調査 に 当 たって は,退 院 後紹介 先 との 緊

密 な連絡, prospectiveな 調査 体制 の確立 等の対

策が 課題 となろ う.

結 論

1) 非手術 群 の1年 生存率 は1期 では100%, III

期 では55%, IV期 では56%で あ った. 2年 生 存

率 はI期 で は50%, III期では0%, IV期 では9

%で あった.

2) 非 手術群 で は60Gy以 上 照射 した症例 と, 60

Gy未 満の照射 に とどまった症例 では生 存率 に有

意 の差 がみ られ たが,局 所再 発や,遠 隔 転移 の

頻度 に関 しては照射 線 量 との相 関 はみ られ なか

った.

3) 根 治術後予 防照射例 で は6例 中5例 に再 発

や 転移 はみ られ てい ない.

4) 術 後残 存症例 では局 所再 発及び遠隔 転移 は,

それ ぞれ11例 中3例 にみ られた が,経 過 良好 の

7例 では術 後放射 線治 療の効 果 が期待 され る.

5) 手術後再 発症 例 の予後 は放射 線療 法 を施 行

した症 例 で も不 良で あ った.
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Results of radiotherapy for lung cancer patients

 Toshiaki NORIYASU, Yoshio HIRAKI, Yoshihiro TAKEDA,

 Hidehumi MIMURA, Masahiko MITANI, Masako NAGAYAMA,

 Shin KIMOTO, Mitsumasa KAJI, Keiji HASHIMOTO

 and Kaname AoNo

 Depatment of Radiation Medicine, 

Okayama University Medical School, 

Okayama 700, Japan

(Director: Prof. K. Aono)

The results of radiotherapy were investigated in 49 patients with lung cancer admitted to 

the Department of Radiology, Okayama University Hospital. Of the 26 patients not undergo

ing surgery, the one-year survival rate was 100% in the stage I patients, 55% in the stage ‡V 

patients and 56% in the stage ‡W patients, and the two-year survival rate was 50% in the stage 

I patients, 0% in the stage ‡V patients and 9% in the stage ‡W patients. A significant differ

ence in survival between patients irradiated with over 60 Gy and patients irradiated with less 

than 60 Gy was recognized among those not undergoing surgery. However, with respect to the 

frequency of local recurrence and distant metastases, a correlation with the irradiated dose 

was not demonstrated. Local recurrence and distant metastases were not observed in 5 of 6 

patients who received preventive irradiation after curative surgery was conducted. Concern

ing 11 patients after non-curative surgery, local recurrence and distant metastases were 

recognized in 3 of them, and 7 of them showed a favourable outcome brought about by the 

irradiation after surgery as expected. In 6 patients with local recurrence after surgery, the 

survival period after radiotherapy was less than 13 months.


